
【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

これまでの実績から毎年事業の見直しを行う。視察の依頼があった場合は、可能な限り柔軟に対
応するために受入れ体制を整える。

）

□あり→
■なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

伏見　佳之

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

他市町村議会等からの依頼によるため、定量的な目標設定はできない。 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

616.1事 務 事 業 名 他市町村議会等行政視察受入事業

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　■なし　）

担 当 部 議会事務局 担 当 課 議会事務局 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　□目標がある（具体的内容を下欄に記入）　■目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

なし なし

レベル1（柱） レベル2（施策）

なし

視察により得た知識を当該市の議会活動及び議員活動に役立ててもらうとともに、小金井市の取り組み
を広く情報発信する。

他市町村議会議員・事務局・職員

他市町村議会等からの視察来庁者に対し、会場準備、庁内関係部局との日程調整、送迎車の手配、視
察全般においての補助等を行う。

なし

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

目標がないため。

（ 他市町村議会等からの依頼によるため、事業計画を事前に立てることができない。

（
平成18年度までは、視察対応時にお茶と茶菓子で接待することを原則としていたが、茶菓子につ
いて見直しが行われ、廃止することとなった。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　□達成できた（具体的内容を下欄に記入）　■達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

視察項目：議会改革、議会運営、雨水浸透ます、市民交流センター等
受入件数：12件

）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値

0再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

他市町村議会等からの依頼に基づき、可能な限り行政視察受入を行っている。
近年の実績を基に視察受入の対応や事業全体の見直しを毎年行っている。
小金井市の議会運営・議会改革を他市町村議会へ情報発信することにより、さらなる議会改革を推進している。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

目標値 ‐ ‐ ‐

視察に参加した他市町村議会等からの来市者数 実績値 90 89

‐ ‐ ‐

小金井市の視察を希望する他市町村議会等からの依
頼により、日程調整、資料作成等を行う。

実績値 13 12指
標
１

活
動
量

他市町村議会等受入数 件 目標値

成
果

視察来市者数 人

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

1,956 3,302

当初予算額 7,000 158,000 107,000

決算額 1,956 3,302

1,140,800 1,023,500 977,500

2.09%27.94%

0

一般職員人件費 1,140,800 1,023,500 977,500

一般職員工数(人/年) 0.124 0.115 0.115

0

1,142,756 1,026,802 1,084,500

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

12,697.289 11,537.101 #VALUE!

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 10.265 9.183 9.574

0 0 0

純支出額　C(A-B) 1,142,756 1,026,802 1,084,500

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　■その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

新庁舎移行までの措置であることも考慮しつつ、設備の買い替え、リースを含め検討する必要が
ある。 ）

□あり→
■なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　■内部管理　□その他

伏見　佳之

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

放送設備に故障、不具合がないか点検する。 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

617事 務 事 業 名 議会本会議・委員会運営支援事務

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　■なし　）

担 当 部 議会事務局 担 当 課 議会事務局 担 当 課 長

実 施 形 態 □全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　■全部委託（□公共的団体　■民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

なし なし

レベル1（柱） レベル2（施策）

なし

円滑な議事運営を図るため。

議場と委員会室で放送設備を使う議員、職員等。

年に一回、業者に委託し、放送設備に故障、不具合がないか点検を行う。

なし

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

放送設備に故障、不具合がないことを確認した。

（ 設備の耐用年数を考えると、点検のみでは限界がある。

（ 見直す必要がなかったため。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

平成２３年１月２０日に、議場と委員会室の放送設備点検を業者に委託して行い、特に不良箇所
はないとの報告を受けた。

）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値

0再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

今年度、議場の点検回数を1回から2回に増やしたが、今後も現状の点検を続けていくべきと考える。
また、現在、一者随契で行なっている契約を入札にし、コストを下げることも検討課題である。
なお、現在の設備の使用年数が１７年となり、耐用年数が問題となってくる。
点検のみでは補えない機器の故障の可能性も考慮し、買い替えやリースも検討すべきであり、今後そのための一定の予算措
置が必要と考える。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　■拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

目標値 0 0 0

議事運営中に故障、不具合の発生しないこと。 実績値 0 0

2 2 3

年に一回行う。 実績値 2 2指
標
１

活
動
量

議場と委員会室の放送設備点検。 回 目標値

成
果

故障、不具合の発生防止。 回

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

90,300 89,250

当初予算額 94,000 91,000 147,000

決算額 90,300 89,250

119,600 115,700 110,500

98.08%96.06%

0

一般職員人件費 119,600 115,700 110,500

一般職員工数(人/年) 0.013 0.013 0.013

0

209,900 204,950 257,500

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 1.886 1.833 2.273

0 0 0

純支出額　C(A-B) 209,900 204,950 257,500

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【第２次評価】（他課の管理職者による評価）

【第３次評価】（庁内部長職者で構成する行政評価会議による評価）

議場及び委員会室の放送設備については、使用年数が１７年となっており、一般的な電子機器の耐用年数を考えると限界に近
いように思われる。特に委員会室の放送設備に関しては、議会以外の各種審議会等への貸出も多く、配線の繋ぎ変えによる機
器への負担が大きくなっており、買い替えを検討せざるを得ない状況にあることは理解できる。一方で、現在、新庁舎建設基本
計画の策定において、議場や委員会室のあり方が検討されていることから、将来の庁舎建設時にも生かせるようリースによる
対応のほか、会議用備品として、機器の所管換えなども想定し対応することが望ましいと考える。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

１ 次 評 価 及 び ２ 次 評 価 を 踏 ま え た ３ 次 評 価

平成２３年度事務事業評価シート③　（評価対象：平成２２年度事業）

１ 次 評 価 及 び ヒ ア リ ン グ を 踏 ま え た ２ 次 評 価


